
ＯＤＡ等と日本企業との連携強化の新たな施策ＯＤＡ等と日本企業との連携強化の新たな施策

「成長加速化のための官民パートナーシップ」「成長加速化のための官民パートナーシップ」
１．目的
途上国の貧困削減のためには民間セクターの成長が重要であるとの認識に立ち、日本
企業の活動とＯＤＡ等の公的資金との連携（以下「官民連携」）を強化することによって、
以下の点に留意しつつ、途上国の成長を加速化する。

（１）官民双方に有意義なパートナーシップを構築
－ＯＤＡ等公的資金との連携により、日本企業の途上国における活動のリスクや

コストを軽減する。

－日本企業の活動との連携により、ＯＤＡ等だけでは得られない規模の開発効果
（雇用、技術、貿易・投資の促進等）を持続的に途上国にもたらす。

－民活型公共インフラ整備（PPP）等、途上国の成長加速化のために有効な手法を
活用する。

（２）重要な対外政策目標を共有し、官民一体となって取り組む
（例）－アフリカの成長の加速化

－資源・エネルギーの日本への安定供給
－環境・気候変動問題への取組



２．具体的な施策

（１）官民連携に関する民間からの提案案件の採択、実施

－途上国の開発（特に経済成長）への貢献が大きい民間企業の活動をＯＤＡ等との連携

によって奨励・促進する（官民連携相談窓口を設置）。

（２）官民連携促進のための定期的な官民政策対話の実施

－外務省、財務省、経済産業省、（新）ＪＩＣＡ、（新）ＪＢＩＣ等の経済協力を担当する関係

省庁・機関と日本経団連、日本商工会議所との間での政策面での意見交換、情報

共有等のための「経済協力等に関する官民対話」を実施する。

（３）途上国現地における官民連携の促進

－現地ＯＤＡタスクフォースに現地日系企業が参画する「拡大現地ＯＤＡタスクフォース」

を設置し、民間企業に蓄積されている情報やノウハウをＯＤＡの案件形成に活用する

とともに、民間投資促進のためのＯＤＡのニーズを把握する。

（官民連携相談窓口）

・外務省国際協力局総合計画課 ・国際協力機構産業開発部

・財務省国際局開発政策課 ・国際協力銀行開発業務部

・経済産業省貿易経済協力局資金協力課



（参考）官民連携に関する民間からの提案案件の採択、実施の概略イメージ（参考）官民連携に関する民間からの提案案件の採択、実施の概略イメージ
（詳細は後日別途外務省ホームページ等に掲載）（詳細は後日別途外務省ホームページ等に掲載）

関係省、実施機関の官民連携窓口を通じた相談

外務省への官民連携案件の正式提案

関係省、実施機関において提案の検討
（開発効果の確認、国際的ルールに従うことが前提）

（提案採用の場合）

先方政府への推薦

先方政府における検討、要請
（要請の受付に当たっては先方政府のプライオリティに従う）

優先的検討・採択・官民連携案件の実施
（手続きの透明性を確保）
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